令和3年度
「地域新成長産業創出促進事業費(戦略的ツール活用型若者人材移転支援事業」
補助事業計画書(全体計画)

	コンソーシアム概要

	名称
	◯○○○コンソーシアム

	補助事業の実施場所
	◯○県◯市・◯市・◯町

	構成員
	地方企業
	4
	社

	
	採用支援事業者
	1
	社

	
	採用支援自治体
	2
	市
	1
	町
	0
	村



	コンソーシアム代表者

	名称
	株式会社〇〇〇

	部署名
	◯◯◯◯事業部
	担当者名
	◯◯ ◯◯

	郵便番号
	〒000-0000

	住所
	◯◯県◯◯市◯◯丁目・・・

	電話番号
	00-0000-0000

	E-mail
	xxxxxxxx@xxxx.co.jp

	WEBページ
	https:



	事業区分

	☑
	主に首都圏エリアの若者人材の獲得を目指す事業

	□
	主に地方大都市エリアの若者人材の獲得を目指す事業

	□
	都市部(首都圏及び地方大都市)エリアの若者人材の獲得を目指す事業



	コンソーシアムの補助金総額

	補助事業に要する経費
	10,000,000
	円
	(税抜)

	補助対象経費
	8,000,000
	円
	(税抜)

	補助金交付申請額
	4,000,000
	円
	(税抜)


※記載の金額が(税込・税抜)のいずれに該当するかを明記してください。
【全体計画書の作成にあたって】
· 項目ごとに、必要に応じて「写真」や「図表」を活用する、「小見出し」や「字体を変える(フォントサイズの大きさや太字等)」など、わかりやすくなるように工夫してください。(※改行やページ数も自由に調整してください)
· 個別計画書の合計は、A4用紙30ページ以内としてください。
· 記入する文字の大きさは10ポイント程度としてください。
· 補記(赤字)は、提出時には削除してください。



	事業計画

	(1)事業名称・概要

	① 事業名

	· 事業の名称を記入してください。（30字以内）

	② 事業概要

	· 事業の概要を簡潔に記入してください。（100字以内）

	(2)事業内容

	① 事業の背景となる地域の現状と都市部の若者人材の獲得に向けた課題について

	· 地域の置かれている現状や実態、または特徴的な点について記載してください。
· また、これまでの若者人材の呼び込みや獲得に向けた取組について整理し、同地域における若者獲得にむけた課題を整理してください。

	② ①を踏まえ、都市部の若者人材の呼び込みや獲得に向けて中小・中堅企業等が取り組む
　「デジタルツールの戦略的活用による採用活動の高度化」についての目指すべき方向性について

	· ①で整理した内容を踏まえ、本事業ではどのような指針や見通しを持って「デジタルツールの活用による採用活動の高度化」に取り組むのかについて記載してください。
· 特に、「デジタルツールの戦略的活用」によって、新たに得ることが期待できそうな効果・成果について記載してください。

	(3)事業の実施方法

	① 戦略策定の段階に係る取組の具体的な実施方法

	· 採用活動のうち「戦略策定」の段階における取組について、具体的な実施方法を記載してください。
· 特に、「戦略策定」の段階でデジタルツールを活用する場合には、どのように活用するのかが分かるように重点的に記載してください。


	①-1 取組の実施に当たっての創意工夫・特徴

	· ①の取組を実施するにあたって、どのような創意工夫を行うのか、どのような特徴があるのかについて記載してください。
· コンソーシアム内での連携(地方企業同士の連携や、地方企業と採用支援事業者・採用支援自治体との連携等)を行う場合には、各々どのような連携やサポートを行うのかについて分かるよう重点的に記載してください。

· 本事業における審査時の加点要素については、公募要領「4.補助対象事業」を参照ください。


	①-2 取組の実施によって見込まれる効果・成果

	· ①の取組の実施によって、どのような効果・成果が見込まれるのかについて記載してください。


	② 募集の段階に係る取組の具体的な実施方法

	· 採用活動のうち「募集」の段階における取組について、具体的な実施方法を記載してください。
· 特に、「募集」の段階でデジタルツールを活用する場合には、どのように活用するのかが分かるように重点的に記載してください。


	②-1 取組の実施に当たっての創意工夫・特徴

	· ②の取組を実施するに当たって、どのような創意工夫を行うのか、どのような特徴があるのかについて記載してください。
· コンソーシアム内での連携(地方企業同士の連携や、地方企業と採用支援事業者・採用支援自治体との連携等)を行う場合には、各々どのような連携やサポートを行うのかについて分かるよう重点的に記載してください。

· 本事業における審査時の加点要素については、公募要領「4.補助対象事業」を参照ください。


	②-2取組の実施によって見込まれる効果・成果

	· ②の取組の実施によって、どのような効果・成果が見込まれるのかについて記載してください。


	③ 選考・採用・定着の段階に係る取組の具体的な実施方法

	· 採用活動のうち「選考・採用・定着」の段階における取組について、具体的な実施方法を記載してください。
· 特に、「選考・採用・定着」の段階でデジタルツールを活用する場合には、どのように活用するのかが分かるように重点的に記載してください。


	③-1取組の実施に当たっての創意工夫・特徴

	· ③の取組を実施するに当たって、どのような創意工夫を行うのか、どのような特徴があるのかについて記載してください。
· コンソーシアム内での連携(地方企業同士の連携や、地方企業と採用支援事業者・採用支援自治体との連携等)を行う場合には、各々どのような連携やサポートを行うのかについて分かるよう重点的に記載してください。

· 本事業における審査時の加点要素については、公募要領「4.補助対象事業」を参照ください。


	③-2取組の実施によって見込まれる効果・成果

	· ③の取組の実施によって、どのような効果・成果が見込まれるのかについて記載してください。



	④ その他、事業全体に対する「デジタルツールの戦略的活用による採用活動の高度化」への取組

	· その他、本事業内で取り組む「デジタルツールの戦略的活用」について、具体的な実施方法を記載してください。



	④-1 その他、事業全体に対する創意工夫・特徴

	· ④の取組を実施するに当たって、どのような創意工夫を行うのか、どのような特徴があるのかについて記載してください。

· 本事業における審査時の加点要素については、公募要領「4.補助対象事業」を参照ください。


	④-2 その他、事業全体に対する効果・成果

	· ④の取組の実施によって、どのような効果・成果が見込まれるのかについて記載してください。


	(4)事業の効果測定

	① 事業の重要業績評価指標(KPI)

		内容
	数値
	単位

	(例)各中小・中堅企業等に対する若者人材の応募者数(人数)
	10
	人

	(例)地方企業群のうちオンラインインターンシップの実施割合
	60
	％

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※必要に応じて行を追加し、記載してください。

	② 設定したKPIが事業効果を計測するのに適している理由及び数値の妥当性

	· (4)①で設定したKPIが、(2)②及び(3)にて記載した内容を測定するのに適している理由について記載してください。



	(5)事業開始・完了予定日

	① 開始予定日(※交付決定日は8月上旬を予定しております)

	　 令和　　年　　月　　日

	② 完了予定日

	　 令和　　年　　月　　日

	(6)その他、事業実施に係る事項

	① 採用支援事業者の事業実績

	· 採用支援事業者の企業名・事業内容(概要)について記載してください。
· 都市部の若者人材の採用活動における地方の中小・中堅企業等に対する支援実績について記載してください。
· デジタルツールを用いた企業分析・コンサルティング等に対して、どのような知見を有するのか、支援実績について記載してください。

· 本事業における審査時の加点要素については、公募要領「4.補助対象事業」を参照ください。
· 採用支援事業者が複数の場合には、採用支援事業者ごとに上記の内容を記載してください。

	② 採用支援自治体に用意されている支援施策・活用方法

	· 地方企業群が採用する都市部の若者人材の就職・転職・移住・生活及び暮らし等に際して、採用支援自治体として用意されている施策や支援体制および活用方法について記載してください。(※施策概要等が分かるウェブサイト等があれば、URLを参考資料として記載してください。)

· 本事業における審査時の加点要素については、公募要領「4.補助対象事業」を参照ください。
· 採用支援自治体が複数の場合には、採用支援自治体ごとに上記の内容を記載してください。


	③コンソーシアム構成員の他補助金等への申請・採択状況(※採用支援自治体は除く)

	□
	あり
	☑
	なし

	※「ある」と回答した場合のみ以下を記載してください。

	※該当する企業ごとに以下の内容を記載してください。
企業名　：
補助金名：
事業概要：
補助金額：


	②コンソーシアム構成員のいずれかが地域未来牽引企業に選定(※採用支援自治体は除く)

	□
	あり
	☑
	なし

	※「ある」と回答した場合のみ以下を記載してください。

	※地域未来牽引企業の選定証があれば、以下の記載は不要です。
※該当する企業ごとに以下の内容を記載してください。
企業名：
選定を受けた都道府県：
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